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1 日本鉄鋼業の概況

2003年の日本経済は、穏やかな回復基調が続いている。

公共投資は減退しているものの、新型肺炎SARSの影響が限

定的な範囲に止まった東アジア経済が高成長を維持している

ことや、株価上昇などにより企業家心理が改善し、設備投資

の回復が鮮明となっている。底固く推移している個人消費に

加え、輸出も堅調を持続すると見られることから、政府予測

では年度の国内総生産（GDP）の実質成長率を＋2.0％と見

込み、また名目成長率でも＋0.1％とプラスへの転換を見込

んでいる。しかしながら、全国の消費者物価指数が10月に

前年同月比で5年6ヶ月振りの上昇となったものの、全般的

には物価の下落は続き、デフレ克服には至っていない。雇用

情勢も、12月には完全失業率が4.9％まで低下したが、年平

均では5.3％と依然として高いレベルで推移し、年平均完全

失業者数は350万人と5年連続で300万人を超えて、依然厳

しい状況が続いている。

2003年の国内鉄鋼需要を受注統計でみると、建築では非

住宅建築が民間設備投資の回復から若干増加するが、住宅着

工戸数は前年と同等であったのに加え、土木では公共土木の

落込みが大きかったことから、建設全体としては減少傾向で

あった。製造業では、堅調に推移した自動車向けに加え、造

船は起工量が高水準を持続し、産業機械も外需が好調な土木

建設機械・金属加工・工作機械を中心に回復傾向を辿り、製

造業全体としては前年比プラスとなった。

全鉄鋼輸出は鉄鋼各社の慎重な販売姿勢を徹底したため

に、前年比5.1％減の3,446万トンと7年振りに前年を下回る

ものの、好調な中国向けを中心に、高水準を維持した。なお、

中国の2003年粗鋼生産は、単独国家として史上初めて2億

トンを突破し、中国の鉄鋼需要は前年度比26％増の2億

6600万トン程度に急拡大した。

一方、全鉄鋼輸入は前年比13.3％増の596万トンと3年振

りの増加となった。しかし、厚板、熱延広幅帯鋼を中心に、

鋼板類は低水準の輸入量となった。また、普通鋼鋼材の主要

仕入先では台湾が11ヶ月連続で減少する一方、中国が10ヶ

月連続で増加している。

日本の粗鋼生産量は、国内製造業向けの堅調な推移ととも

に、中国向けを中心にアジア向け輸出好調の追い風で、累計

1億1051万トンと前年比2.6％増となり、4年連続で1億トン

を超えた。炉別では、電炉鋼比率は26.4％と7年連続の低下

となった。鋼種別では、自動車向けが好調だった特殊鋼が

2219万トンと前年比8.8％増となった。表1に、国内の銑鉄、

粗鋼生産および主要鋼材生産実績の推移を示す。

中国の需要急拡大、およびコスト切下げ等の合理化効果と

合わせ、国内鋼材価格の改善が店売り、ひも付きともになさ

れ、鉄鋼各社の収益が総じて大幅改善となる見込みである。

外需頼みではあるが、生産、価格、業績のいずれもが好調

な一年であった。一方で、中国の生産拡大などの影響で鉄鉱

石、石炭、合金鉄、鉄スクラップなどの原燃料価格が軒並み

高騰した。その中で鉄スクラップの国内市況が1トン2万円

前後に至り、その煽りで自主廃業に追い込まれた電炉会社も

あった。

一時の危機的な状況は脱したものの、厳しい環境は依然と

して続いており、鉄鋼業の雇用要員は減少し続け、就業者数

は対2002年末比で1万人強が減り、約15.5万人となった。

企業の体質強化、一層のグローバル化に向け、国内鉄鋼業

の再編、海外企業との合弁も相次いだ。鉄鋼業の国内再編で

特筆すべきは、2002年9月に設立したNKKと川崎製鉄（株）

の統合持ち株会社であるJFEホールディングス（株）の傘下

で、経営統合の第2段階として5つの事業会社が発足し、そ

の内の一つで鉄鋼事業を統合したJFEスチール（株）が2003

年4月に発足した。粗鋼生産規模で業界第一位の新日本製鐵

（株）に伍するミルが誕生する一方で、新日本製鐵、住友金

属工業（株）、（株）神戸製鋼所の三社間のアライアンスもス
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タートし、高炉メーカーは二つの大きなグループに再編され

た。

設備の有効活用を図る住友金属工業と鉄鋼半製品の安定的

供給源の確保を目指した中国鋼鉄（CSC）の合弁プロジェク

トも画期的な出来事であった。住友金属工業、CSC、住友

商事（株）の三社で2003年7月に持ち株会社を設立し、その

傘下に和歌山製鉄所の上工程運営会社である（株）住金鋼鉄

和歌山が2003年11月に設立された。

また、新日本製鐵と住友金属工業のステンレス事業が切り

離されて、国内最大のステンレス専業メーカーとなった新日

鐵住金ステンレス（株）が2003年10月に誕生したことも大

きな出来事であった。

一方、鉄鋼メーカーだけでなく、鋼材を扱う商社の再編も

進んだ。2003年1月には三菱商事（株）と日商岩井（株）の鉄

鋼製品事業部門を統合した（株）メタルワンが設立された。

住友商事もニチメン（株）の鉄鋼製品事業を買収した。

急拡大する中国市場の対応に乗り出すため、鉄鋼メーカー

が対中戦略を本格化した一年でもあった。新日本製鐵は、宝

山鋼鉄、アルセロールと自動車用鋼板を製造・販売する合弁

会社を宝山鋼鉄構内に設立する契約書を締結した。JFEスチ

ールも自動車用溶融亜鉛めっき鋼板を製造・販売する合弁会

社を広州鋼鉄と設立する契約書に調印した。

数年来、減少し続けた設備投資額は、早期に実効が期待で

きる合理化案件と事業維持に不可欠な老朽更新案件に加え、

2003年には生産技術力をより高め、競争力を向上させる案

件に積極的に投資がなされ、高炉メーカーでは軒並み工事ベ

ース投資額で前年度比二桁以上の伸びを示した。特に炉容積

の拡大化も狙った高炉の新設、改修工事への投資が目立っ

た。

日本の鉄鋼業は、世界トップレベルの技術維持のため、各

製造工程にて生産性の向上や省エネルギーを図るための技術

開発、新たな環境調和型の高付加価値化製品を製造するため

の研究開発など、より一層の研究・技術開発に取り組んでい

る。また、革新的な材料である「スーパーメタル」、「超鉄鋼」

などの研究開発も、既に基礎研究段階を完了させ、実用化に

向けた研究が推進されている。

一方で、（社）日本鉄鋼連盟が受託した大規模ナショナル

プロジェクト「石炭高度転換コークス製造技術に関する研究

開発（SCOPE 21）」が多大な成果を挙げて2003年度末に終

了予定であり、既に本会開催の2003年秋季講演大会などで

成果発表がなされている。また本会が受託したナショナルプ

ロジェクト「エネルギー半減・環境負荷ミニマムを目指した

高炉の革新的製錬反応に関する研究」も5年間の活動を終え

て、同じく2003年度末に終了予定である。業界全体で推進

してきた研究開発テーマが相次いで終了するので、今後さら

に産学官が連携し、業界を挙げて取り組むべき案件を速やか

に創出することが望まれる。

安全面では、2003年は、製鉄所におけるコークスガスホ

ルダーの爆発、タイヤ工場の火災、製油所における火災等、

産業界が相次ぎ大規模な事故に見舞われた一年であった。鉄

鋼業では労働災害も例年に比して多発し、厚生労働省から日

本鉄鋼連盟を通じて、加盟会社に5月と7月の2回、労働災

害防止策の徹底の要請があった。

環境面では、日本の鉄鋼業は、社会問題となっている地球
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表1 銑鉄、粗鋼生産および主要鋼材生産実績推移（単位：千トン）
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温暖化問題について、1996年に自主行動計画を策定してお

り、現在も業界一丸となって、CO2排出削減、省エネルギー、

リサイクルなどの推進に多面的に鋭意取り組んでいる。

環境問題への弛まぬ努力が実を結んだ例として、新日本製

鐵が「製鉄用コークス炉を活用した塩素を含むプラスチック

の再資源化方法」で、（社）発明協会より平成15年度全国発

明表彰「発明賞」を受賞したことなどが挙げられる。

本会においても、2002年に産学官17名から構成された鉄

鋼環境技術の将来展望検討特別委員会を発足させ、産業間連

携・地域社会連携の物質・エネルギーの循環を高効率に行う

「エコ・コンビナート」構想を提言し、これは国家産業発掘

戦略「環境・エネルギー」にも採択された。

2004年も引き続き好調を維持し、設備投資と外需が需要

の両輪として全体を押し上げる姿が期待されている。依然と

して公共土木の不振で建設向け鋼材は僅かな減少が見込まれ

るものの、産業機械が好調を持続することから、2003年に

続き鋼材内需についても高位の需要が見込まれる。

一方、2004年は前年に続く中国国内需要の急拡大に伴う

原燃料価格の高騰の他、船舶輸送の運賃上昇、トラック規制

に伴う物流費の上昇等の不安材料もあり慎重な対応が求めら

れる。

2 技術と設備

2.1 製銑

2003年の銑鉄生産量は、8,209万トンと2002年比1.4％増

となり、2年続けて8千万トンを継続した。平均出銑比も前

年の1.97トン/ m3・日に対して、2.04トン/ m3・日と増加

した。

個別高炉改修の動きを表2に示す。2003年の稼働状況に

ついては、高炉改修はあったものの2002年末と同じ29基の

ままであるが、炉容積が大きく拡大している。また炉体の解

体と設営を大分割で行うブロック化工法の導入により、従来

より1ヶ月以上短い3ヶ月以内の短期巻替改修も行われてい

る。更に鉄の需要拡大と生産性向上のため、2004年には引

き続き住友金属工業鹿島新1高炉の新設、及び新日本製鐵大

分2高炉、JFEスチール東日本京浜2高炉の改修が予定され

ている。

JFEスチール西日本倉敷2高炉（1979年3月20日の火入れ、

2003年8月29日吹き止め）の炉寿命は、8929日の世界記録

となった。

2003年の高炉の微粉炭吹き込み比（PCI比）は、図1に示

すように、増産と改修の影響により平均は125.4 kg /トンと

前年から若干の減少となった。

製銑関連の新技術としては、神戸製鋼所が回転炉床炉方式

の新還元溶解製鉄法「I TmkⅢ」実証プラントをアメリカの

ミネソタ州に建設し、順調に連続運転を行っていることが挙

げられる（トピックス参照）。

2.2 製鋼

2003年の製鋼作業の状況は、表3の転炉作業成績および

表4の電気炉作業成績に示すように、高生産量を反映して製

鋼時間当たりの生産高指数が転炉、電気炉ともに高水準とな

った。また、品質要求の高度化に対応し、転炉鋼の真空処理

比率が初めて70％を越えた。

圧延用鋼塊に占める連鋳鋼片の比率を図2に示す。普通鋼

は99.8％、特殊鋼は93.5％と前年比横這いで推移している。

製鋼関連の主な新技術としては、従来からの市場要求の高

度化・厳格化に対応し、（株）住友金属小倉が連続鋳造タン

ディッシュから溶鋼を吸引採取して電位を測定することで、

オンサイトで迅速な非金属介在物粒度分布を測定できるセン
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表2 個別高炉改修の動き

図1 高炉稼働状況の推移
出所：日本鉄鋼連盟資料
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サーを開発したことが挙げられる。また、地球環境負荷軽減

の要求については、自動車メーカーからの鉄鋼材料の非鉛化

方針に対応し、溶製過程にて鉛を使用せずに快削性を向上さ

せる目的で非金属介在物形態制御技術の開発が各社で進めら

れ、2001年の3社、2002年の4社に続き、2003年にも3社

から鉛鋼代替の新製品が開発された（新製品参照）。

高需要、生産性の改善に対応するための設備増強としては、

中部鋼鈑（株）における連続鋳造設備や新日本製鐵君津の真

空脱ガス設備（2RH）の建設等が挙げられる。

2.3 厚板・鋼管・条鋼

厚板関係では、JFEスチール西日本倉敷の厚板工場に高精

度オンライン加速冷却設備（Super－OLAC）を設置し、高

強度・高靭性や良好な溶接施工性などのニーズに対応した高

品質厚板のより効率的な生産体制を確立した。Super－

OLACは1998年旧NKK福山製鉄所（現JFEスチール西日本

福山）厚板工場に設置後、大形形鋼工場、熱延鋼板工場に展

開されており、今回は5350 mmの広幅材にも対応が可能と

なった。またJFEスチールはHAZ組織制御を狙いとしたマ

イクロアロイング設計とSuper－OLACの組み合わせによる

大入熱溶接HAZ靭性向上技術「JFE EWEL」の発表も行っ

た。

条鋼・棒鋼関係では、新日本製鐵光（現新日鐵住金ステン

レス光）のステンレス棒線工場がスリーロールタイプ精密圧

延機を導入し、製品寸法精度向上、太径線材・棒鋼のサイズ

フリー圧延等が可能となった。山陽特殊製鋼（株）は大形圧

延機を更新し（S1ミル）、ロール、ガイド高速交換装置の開

発により大幅に生産性、品質が向上し、多能化による要員低

減が図られた。

粉末製造関係では、大同特殊鋼（株）においてレビアトマ

イズプロセス（Levi -Atomize process）が発表された。これ

は、活性金属であるTi合金粉末の量産製造技術として浮遊

溶解炉で溶解したTi合金を炉底ノズルから出湯し、高圧ガ

スにより粉末化するものである。山陽特殊製鋼では、ガスア

トマイズー熱間押出―熱間圧延―冷間引抜という新工程での

Cu - Ni - Fe合金線材の製造技術を確立し、量産化した。
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表3 転炉作業成績

表4 電気炉作業成績

図2 連鋳比率推移
出所：経済産業省　経済産業政策局　調査統計部

「鉄鋼・非金属・金属製品統計月報」



なお、鋼管関係では、特に技術、設備に関する特記事項は

なかった。

2.4 薄鋼板

新日本製鐵では、従来不可能であった強度・成形性と良好

なめっき品質を両立させた引っ張り強度 5 9 0 M P a、

780 MPaを有するTRIP型合金化溶融めっき鋼板の製造技術

を、鋼板成分の最適化、焼鈍炉での鋼板表面制御、および合

金化条件の適正化により世界で初めて確立し、量産車に適用

され始めた。

JFEスチール西日本倉敷では、自動車メーカー、コイルセ

ンターには従来から導入されていたTWB設備（Tailored

Welded Blank）を、日本鉄鋼ミルとしては初めて自社内に

設置を決定し2004年夏に稼動を開始する予定である。これ

は、板厚や材質の異なる板どうしをプレス前にレーザー溶接

することにより、車両の軽量化や材料の最適配置を可能とす

るものである。

表面処理鋼板では特に家電製品や事務機などの素材に使わ

れる電気亜鉛めっき鋼板（EG）の環境対応のためのクロメー

トフリー化が一気に進み、本年は全体の約6割になったもの

と推定される。

2.5 計測・試験・分析

主要な鉄鋼メーカーでは、高精度分析電子顕微鏡を活用し

て、ナノメートルサイズの超微細観察に鋭意取り組んでおり、

識別技術や試料作成・調製技術等を発展させて、鋼材のナノ

解析を実用化している。例えば、JFEスチール研究所では、

ナノメートルサイズの微細炭化物の大きさ、分布を精度良く

評価する観察技術を開発した。新日本製鐵先端技術研究所で

は破壊、変態起点をナノサイズで解析できるピンポイントの

試料作製技術を開発した。

JFEスチール知多では電縫管溶接部の欠陥検査のための溶

接部超音波探傷マルチプローブ探傷法を開発した。これは厚

肉材製造にともない、従来の斜角一探触子法に対して、肉厚

中央部の探傷能力を向上させるためタンデム探触子法を開発

したものである。

2.6 環境

2003年は鉄鋼各社の環境に対する取り組みが一段と活発

化した。

ゼロエミッションからの視点では、新日本製鐵君津で高水

分スラッジの回転炉床法を応用した直接処理技術により、高

炉原料として再資源化が可能となる技術開発がなされた（ト

ピックス参照）。

スラグ利用では、本会の「製鋼スラグを栄養源として利用

した海洋植物プランクトン増殖によるCO2固定化研究会」お

よび「スラグ利用プレハブ構造材研究会」の研究成果をまと

めた他、新日本製鐵とJFEスチールが他産業の企業等と研究

協力し「鉄鋼スラグ水和固化体技術マニュアル」を発刊する

等の研究開発が進められた。

また、日本各地で国や地方自治体による循環型社会の町造

りが進められる中、製鉄所の既存インフラである生産設備や

社有地を活用して、新たな環境事業へ参画する動きが一段と

活発化した。例えば、2003年4月には、「ひょうごエコタウ

ン構想」が事業として国から承認され、その中核事業として

新日本製鐵広畑で開始されたインフラを利用した廃タイヤの

リサイクル事業などが挙げられる。数年前よりNKK（現

JFEスチール）や新日本製鐵で取り組んでいた製鉄プロセス

を使用した廃プラスチックの有効利用についても、2003年3

月新日本製鐵のコークス炉を活用したプロセスが国の「再生

利用認定」を取得した。この認定取得により、廃棄物処理業

および廃棄物処理施設設置の許可が不要となり、容器包装以

外のプラスチックや産業廃棄物プラスチックについても再資

源化処理が可能になるなど、使用済みプラスチック類の処理

量拡大が進められた。また、神戸製鋼所加古川において塩化

ビニル等の塩素含有プラスチックの分離、溶融・ガス化によ

る脱塩素処理、塩素分の回収を行う設備が2004年4月に実

用化されようとしている。

3 技術輸出・技術輸入

2003年の1年間における技術貿易の内訳について、本会

維持会員会社（74社）を対象に調査した結果を表5に示す。

技術輸出は2002年の93件に対して58件と大きく減少したが

2001年の37件よりは多く、輸入は2件とほぼ横ばい（2002

年4件）であった。輸出対象地域は、アジアが全体の33％を

占め、次いで北アメリカ、豪州、欧州と続く。昨年増えた北

アメリカはほぼ横ばいで、昨年2件のみであった豪州への輸

出が11件（19％）と大きく増えた。

技術分野では加工・処理分野が57％、製鋼関連が29％で、

これらで全体の86％を占める。図3に鉄鋼業の2002年度ま

での技術貿易収支を示す。技術輸出対価受け取り額は前年度

と同額で、技術輸入対価支払い額は若干減少であった。

4 研究開発

4.1 研究費支出・研究者数

総務庁統計局「科学技術研究調査報告」による企業の売上

高対研究費支出比率、研究本務者1人当たりの研究費、従業

員1万人当たりの研究本務者数の推移を図4～図6に示す。

2003年鉄鋼生産技術の歩み
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売上高対研究費支出比率を見ると、2002年度は全産業、

鉄鋼業ともに減少傾向にあり、鉄鋼業における研究費支出も

2002年度129,660百万円で、2001年度の135,345百万円か

ら更に減少した。

鉄鋼業における研究本務者数は2003年4204人で、2002

年の4224人から僅かに減少したが、従業員1万人当たりの

研究本務者数では、緩やかな上昇傾向が続いている。

研究本務者1人当たりの研究費は鉄鋼業が全産業を上回っ

ているものの、鉄鋼業の減少傾向は依然続いている。

4.2 研究動向

公的資金を受託した研究テーマについて、本会の主要な維

持会員会社を対象に調査した。主な結果を表6に示す。その

結果から2003年の研究動向を分析すると、革新的製鉄プロ

290 18

表5 技術輸出・技術輸入状況（期間：平成15年1月1日～12月31日）

図3 鉄鋼業の技術貿易収支
出所：総務省統計局統計センター「科学技術研究調査報告」

図4 売上高対研究費支出率の経年変化
出所：総務省統計局統計センター「平成15年度科学技術研究調
査報告書」

図5 従業員1万人当たりの研究本務者数の経年変化（人）
出所：総務省統計局統計センター「平成15年度科学技術研究調
査報告書」

図6 研究本務者1人当たりの研究費の経年変化（万円／人）
出所：総務省統計局統計センター「平成15年度科学技術研究調
査報告書」
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セスの研究は減ってきた一方、ナノメタル、超微細粒鋼など

の新材料開発とともに、各社は競って水素の安定利用関連技

術開発、環境対策（CO2削減、資源循環、省エネ型鋼構造接

合）技術開発に重点的に取り組んでいるようである。

本会においても、ナショナルプロジェクトの立上げを目標

にして、企業研究者を中心に構成された課題抽出WGを発足

させ、「製鉄プロセスへのバイオマス利用」などの5つのテー

マを選出し大学教官も交えた調査・検討を行っているところ

である。

5 日本鉄鋼協会における
技術創出活動

5.1 新たな活動（環境分野の強化）

本会では、これまで環境関連テーマをそれぞれの学術部会

や技術部会にて個別に取り上げてきたが、環境分野を本会の

将来の大きな柱にすることを目的に、「環境分野の強化に関

する検討」WGが2003年6月に結成された。本WGは会員ア

ンケートの結果を踏まえて、学問としてオリジナリティーを

追求でき、かつ異分野の専門家が新たに参加できる分野横断

的な新組織を作ることを新たに提案した。その提案を受け、

鉄鋼技術を基礎として環境技術をより活発に調査・研究し、

かつ社会に向けて積極的に発信していく「環境・エネルギー

工学部会」が学会部門の分野横断型部会として設立され、平

成16年4月から本格的に活動を開始することになった。今

後、大学関係者と企業技術者・研究者や異分野の技術者・研

究者が連携した「環境分野に関する活力ある活動」が期待さ

れる。

また、本会の2003年秋季講演大会では、前述の「鉄鋼環

境技術の将来展望検討特別委員会」最終報告のシンポジウム

「鉄鋼環境技術の将来展望―エコ・コンビナートをめざして

―」を開催し、地球環境問題への対応や循環型社会構築など

を睨んだ「鉄鋼環境技術の将来展望」について深く討議した。

5.2 技術部会

本会では、鉄鋼生産技術に関する研究および課題発信活動

を生産技術部門を中心に行っており、その活動の種類および

内容を表7に示す。特に本会特有の活動を推進している技術

部会では、部会を活動内容によりグループ分けして学会部門

の学術部会に対応させ、産学交流と技術開発課題提案の活発

化を目指し相互交流を推進している。技術創出を目指す産学

連携強化のために進めてきた部会大会への大学研究者の参加

や、学会部門学術部会との合同企画や運営への相互乗り入れ

などの交流が定着しつつある。2003年には、例えば、①製

鋼部会では高温プロセス部会精錬フォーラムとのセミナー共

同開催、②特殊鋼部会では部会大会参加大学研究者の事前工

場見学の実施、③制御技術部会では計測・制御・システム工

学部会との合同シンポジウム開催、などの交流が行われた。

一方、部会内の定期的な活動も活発に行われ、2003年度

の部会大会は、本誌8巻9号694頁（上期大会開催一覧）、本

号347頁（下期大会開催一覧）に掲載のように現時点で重要

なテーマを共通・重点テーマとして取り上げて開催された。

技術課題を共同で検討する技術検討会も、2003年度には28

技術検討会（2003年度内の新規発足は11）が活動し、積極的

な技術創出活動が展開された。例えば、熱経済技術部会の技

術検討会では鉄鋼業のゼロエミッションを達成するための現

在までの取り組み状況と今後克服すべき技術課題を調査・解

析した。

各部会では活動を更に活性化するための改革を随時行って

いるが、中小形部会と線材部会は部会活動の効率化と技術討
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表6 鉄鋼業における公的資金受託研究テーマの一例
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議の充実を目的に統合され、2003年3月より棒線圧延部会

として新たな活動を開始した。

また、発表論文の質的向上と若手技術者の育成を目指し、

表彰制度を導入する部会も19部会中15部会に上った。特に、

棒線圧延部会では、部会大会での優秀発表賞受賞者2名が学

会部門の創形創質工学部会棒線工学フォーラム報告会に招

待されて発表を行った。発表に対して活発な質疑がなされ、

学の発展には産からの発信も非常に重要であることが再認識

された。

5.3 技術検討部会

「実用構造用鋼の微細第二相の制御と特性」を共通テーマ

とした技術検討部会の活動が2003年度から開始した。合金

元素の複合添加による効果が安心・安全や環境負荷軽減に関

する特性にどのように影響するかを整理する。

「自動車用材料」検討部会は、その第Ⅲ期の活動を2003年

度で終了するが、その活動を通じて自動車材料の課題を学会

部門と協同で検討する基盤を作り、第Ⅳ期の活動へさらに進

むこととした。

5.4 研究会等

2003年度には21研究会（調査研究会含む）が活動し、そ

の内6研究会が2004年3月に終了した。それらの研究会の研

究概要を表8に示す。例えば、合金化溶融めっき被膜の構造

と特性研究会では、合金化反応機構や薄膜構造のモデル化と

破壊機構に関する研究で成果を挙げた。

2004年度には、表9に示すように、新たに7つの研究会が

活動を開始する。その研究活動は、鉄鋼プロセス、新鉄鋼材

料、チタン材料、環境技術、副生物利材化、業務革新・創成

など多岐の分野に渡っている。

表7 技術部会の活動内容

表8 2003年度終了の研究会
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過去に取り組んだ研究会を基盤に発展させ、本会が受託し

た2件のナショナルプロジェクトも活発な研究活動を推進し

た。「構造材料の環境脆化における水素の機能に関する研究」

（研究代表者　南雲道彦）は2003年3月末に5年間の活動を

終え、表面反応～水素存在状態～破壊過程の動的相関関係の

発見、水素進入抑制と耐割れ性に優れた新しい材料設計指針

提案など、基礎的かつ実用的にも多くの具体的な研究成果を

あげた。

「エネルギー半減・環境負荷ミニマムを目指した高炉の革

新的製錬反応に関する研究」（研究代表者　石井邦宜）では、

2003年11月に世界の主要な製銑研究者・技術者を集めた国

際ワークショップ（文部科学省主催）が開催され、成功裏に

終了した。還元とガス化反応の高速化に関する研究を担当し

た‘第1分科会’から新製鉄法のプロセスイメージ確立と波

及効果の定量化に関する研究を担当した‘第4分科会’まで

の「4つの分科会活動」にて多くの研究成果を挙げた。

謝辞

本稿の起草にあたって各段のご協力をいただいた、経済産

業省製造産業局鉄鋼課製鉄企画室（鉄鋼業における諸情勢）、

（社）日本鉄鋼連盟（鉄鋼業における諸情勢他各種統計資料）

並びに本会関係者の労に対し、深く感謝の意を表します。

表9 2004年度発足の新研究会
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新製品
本会維持会員会社が2003年1月1日～12月31日までに発表した新製品を表10に示す。

表10 新製品（2003年1月1日～12月31日）
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新製品（2003年1月1日～12月31日）つづき



生産技術のトピックス

1．環境

高水分スラジ再資源化設備

新日本製鐵（株）

新日本製鐵は君津製鐵所において2002年12月に高水分ス

ラジを再資源化するNo.2ダストリサイクル設備を稼動し、

順調に操業を継続している。

酸化鉄を含んだスラジは、その高い水分のために再資源化

が難しく、廃棄物とされていた。これに対し、新日鐵では高

水分スラジをRHF（回転床炉）への投入原料として直接処理

する新たな技術を開発した。No.2ダストリサイクル設備は

この技術を適用し、リサイクルの比較的容易なダスト類に加

えて、高水分スラジのリサイクルを可能とした。この技術は、

新型の脱水と、事前乾燥なしでRHFへ直接投入可能な湿式

の成形により成り立っている。このRHFでの高水分処理方

式は世界初の技術である。

また、亜鉛やアルカリ金属、その他の不純物を含んだダス

トをRHFで処理することにより、高炉で直接使用し得る高

強度のDRIペレットを製造する新技術をすでに開発してい

る。No.1設備はこの技術を適用し、2000年5月より稼働を

開始し、余剰ダストの鉄分および炭素分の有効利用、大幅な

省エネルギー達成等の効果を得ている。本技術は平成13年

度の省エネルギー優秀事例全国大会での経済産業大臣賞を受

賞している。

これらの技術を組み合わせた今回の高水分スラジの再資源

化設備により、鉄分含有ダスト廃棄物のほぼ100％を高品質

な高炉原料として再資源化することを可能とした。

2．製銑

新還元溶解製鉄法「ITmk3」実証プラントの

操業開始について

（株）神戸製鋼所

I Tmk3プロセスは回転炉床炉を用いて粉鉱石と炭材から

直接粒鉄を製造するプロセスである。すなわち、粉鉱石と粉

石炭を塊成化した後、回転炉床炉（Rotary Hearth Furnace）

にて非常に短時間（10分程度）で還元・溶融・スラグ分離を

一気に行い、純度96～98％Feの粒鉄を製造するプロセスで

あり、従来の製鉄法に比べ、原料予備処理が不要なことから

設備費は半分以下、更にCO2排出量を20％削減できると試

算され、地球環境保全への貢献が可能となる。

1996年プロセス開発の基礎研究に着手、2000年神戸製鋼

所加古川製鉄所内に建設した年産3,000トン規模のパイロッ

トプラントでの成功に続き、翌年にはFer rometrics社、

Cleveland - Clif fs社、Steel Dynamics社とともにMesabi

Nugget社を設立、米国ミネソタ州政府の融資及び米国エネ

ルギー省（DOE＝Department Of Energy）の補助金交付も

受け、2003年5月ミネソタ州に年産25,000トンの実証プラ

ントを完成させた。5月24日に最初の粒鉄生産に成功、その

後も順調に運転を継続し、同年末には月間平均稼働率99％

を達成した。実証プラントで製造された粒鉄は S t e e l

Dynamics社の電気炉で問題なく溶解され、この粒鉄が鉱山

元にとっては付加価値を上げた製品となり販路を一貫製鉄所

の製鋼工程、電気炉、鋳物工場にも広げることができること、

使用者側にとっては高級スクラップや銑鉄代替の鉄源となる

ことが確認された。今後2004年6月まで実証運転を継続し、

並行して商業機の建設準備を進めて2006年に商業機第一号

の操業を開始する計画である。

3．厚板

タンカータンク底板用耐孔食鋼板　NSGP－1

新日本製鐵（株）

新日本製鐵は2003年、VLCC（Very Large Crude oil Car-

rier）など原油タンカーのカーゴタンク（COT）底板の孔食

に極めて有効な鋼板「NSGP― 1（Nippon Steel’s Green

ふぇらむ Vol.9（2004）No.5

296 24

No.2 RHF設備

ITmk3プロセス概略図
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Protect －1）」の開発に世界で初めて成功し、実船への適用

を展開中である。

従来から原油タンカーのカーゴタンク底板は無塗装である

が、その使用環境は非常に厳しく、腐食速度は最大で3～

4 mm／年（通常2年半毎のドック検査時では最大深さ9～

10 mm）にも及ぶ激しい孔食が発生する。近年ではCOT底

板への厚膜塗装が主たる対策と思われているが、塗装時の施

工管理は非常に難しく、完全無欠な塗装は殆ど不可能であり、

深い孔食が依然として発生している。孔食の対策・点検・補

修管理が船主にとって頭痛の種であった。

新開発のNSGP―1は、孔食の成長速度を従来鋼の5分の

1に低減した画期的な耐孔食鋼であり、その開発に当たり、

新日本製鐵は船主殿との共同研究によって実船の腐食環境を

究明した上で、培ってきた耐食・防食技術を総動員して、従

来の耐食鋼設計にとらわれない斬新な設計指針を開発・樹立

し、新たな耐食鋼NSGP－1の開発に成功した。本開発鋼の

化学組成は船級規則を満足し、従来の船体構造用鋼板とほぼ

同等以上の機械的性質、溶接性、加工性などを保有するとと

もに、使用性能も船級規則にも問題なく合致するものである。

つまり、建造時の従来の製造工程を一切変えることなく、

COT底板の耐孔食性能が飛躍的に向上した鋼板の提供を可

能にしたのである。

NSGP―1は現在建造中のVL CCに搭載され、2004年に

就航予定である。就航後に効果検証を行う計画であるが、

NSGP―1の採用によって通常2年半毎に実施されるドック

時の検査でも2 mm未満の軽微な孔食が観察されるのみで、

タッチアップ、溶接などの孔食補修は不要になるものと期待

している。併せて、環境への負荷が高いCOT内塗装からの

脱却も実現可能と確信している。今回のNSGP－1は、環境

に優しい船づくりの第一歩として大いに貢献できるものと期

待している。

建設・産業機械用耐摩耗鋼板「JFE-EH500LE」

JFEスチール（株）

鉱山などで使用される大型ダンプカーのベッセル部分やシ

ョベルカーのバケット部分などには、高い耐摩耗性を備えた

厚鋼板を使用し、部材の損傷を軽減する必要がある。一方、

耐摩耗性（硬度）が向上すると靭性は一般的に低下し、特に

数多くの鉱山が位置する高地の寒冷地域などでは、低温によ

る靭性劣化も加わることになる。そのような環境下では、鉱

石の衝突による衝撃を繰り返し受けることにより鋼板にき裂

が生じるなど、部材の寿命が短くなるという問題があった。

JFEスチールでは、このような問題に対し、マイクロアロ

イング技術と特殊熱処理による鋼のミクロ組織制御により、

建設・産業機械分野で使用される耐摩耗鋼として最上級の硬

度（ブリネル硬さ477HBW以上）を確保しながら、－40℃

という低温域での靭性を保証した「JFE - EH500LE」を開発

した。

優れた耐摩耗性と寒冷地での使用に配慮した耐衝撃損傷性

を兼ね備えた「JFE - EH500LE」をベッセル部分やバケット

部分に使用することにより、部材の長寿命化が可能となる。

さらに、より板厚の薄い鋼板の使用が可能となり、これらの

部材の軽量化を図ることができ、燃費向上による環境負荷の

低減やトラックの積載量アップなどに効果を発揮できる。

「JFE - EH500L E」は、先に開発し豊富な実績を有する耐摩

耗鋼板「JFE - EH360L E（ブリネル硬さ361HBW以上）」と

ともに、建設・産業機械分野での普及が期待される。

中国／三峡ダム向け水圧鉄管用60キロ級高張力厚鋼板

住友金属工業（株）

住友金属工業は、世界最大の発電量規模となる「中国三峡

ダム建設プロジェクト」において、Ⅱ期工事用に引き続き、

Ⅲ期工事向けに水圧鉄管用高性能60キロ（610 MPa）級高張

力厚鋼板（SUMI TEN610F）を納入した（施主：中国長江三

峡開発総公司）。

本プロジェクトは、1919年に孫文が提唱したことに始ま

るとされ、建設費は3兆円以上、発電量は1820万KWと世

界最大規模のプロジェクトであり、「万里の長城以来の大工

事」と称される国家プロジェクトであり、電力供給、石炭輸

送、洪水の防止を目的として1993年より取り進められてき

たが、特に近年の中国では電力需要が著しく増加、それに対

応するプロジェクトである。

本プロジェクトにおいては、Ⅱ期工事向けに8基分、Ⅲ期

工事向け12基分の受注により、プロジェクト全体26基中の

20基とその大半を納入することとなった。
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今回の厚鋼板は、これまで培ってきた製造技術の粋を集め

た水圧鉄管用の60キロ級高張力厚鋼板で、高い強度を有し、

溶接性と靭性に優れた鋼板である。特に溶接施工時の予熱作

業が省略できる鋼材で、溶接作業および製作コストの削減に

大きく寄与するものである。

国内大型地上式LNGタンクへの連続鋳造製9％Ni鋼板の

本格的採用

住友金属工業（株）

住友金属工業が連続鋳造により製造した9％Ni厚鋼板

（JIS G 3127 SL9N590Q）が、国内の地上式PCLNGタンク

の主要構造部材に国内で初めて採用された。

9％Ni鋼板は地上式LNGタンクの内槽に使用される鋼材

である。1990年後半には海外タンク向けの30 mm厚さのも

のが連続鋳造で製造されるようになっていたが、国内タンク

に適用するためには50 mm厚さまでの鋼板についてより高

い低温靭性、脆性亀裂伝播停止特性等を満足する必要があり、

造塊法が継続して適用されてきた。

住友金属工業は、2000年に鹿島製鉄所に導入した最新鋭

の連続鋳造設備により製造した最大厚さ50 mmの9％Ni厚

鋼について、国内タンクに要求される高仕様が十分満足され

ることを各社との共同研究で確認、その成果が施主に認めら

れた。タンクの容量は国内で2番目の規模に当たる16万Kl

で、アニュラー、側板及びナックルをはじめタンク全体で使

用される9％Ni鋼板の総重量の75％に当たる2400トンに連

続鋳造材が使用される。特にナックル用として、連続鋳造製

9％Ni厚鋼板として世界最大厚の48.3 mmが製造された。

4．冷延・表面処理

食缶用ラミネート鋼板「ユニバーサルブライト　タイプF」

JFEスチール（株）

JFEスチールは、食缶の要求特性に優れ、かつ地球環境に

優しい食缶（深絞り缶＝DRD缶）用新ラミネート鋼板、「ユ

ニバーサルブライト　タイプF（＝Food）」を世界で初めて

開発、実用化した。

食缶の塗装工程で発生する有害物質（廃溶剤・廃塗料）の

処理、焼付工程で発生する多量の廃ガス（CO2）対策として、

新開発の2層ポリエチレンテレフタレート（PET）フィルム

をTFSにコイルラミネートすることで対応した。特長とし

て、

①母層には、ホモPET（エチレンテレフタレート単位のみか

らなるPET）を使用、加工性を阻害する結晶性PETの生

成を抑制することで、格段に優れた「製缶加工性」を実現

した。

②上層には、特殊な表面改質剤を添加。PET分子の極性部

と、表面改質剤を親和させることで、フィルム表面を非

極性化（不活性化）させ、内容物の缶壁への付着を防止。
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三峡ダムイメージ図

ユニバーサルブライト
タイプFの断面構造

溶接を待つ連続鋳造製　世界最大厚（48.3mm）のナックルプレート

食缶の製缶例



2003年鉄鋼生産技術の歩み

優れた「内容物取り出し性」を実現した。

③現有の製缶設備をそのまま使用でき、塗装・焼付工程省略

が可能となり、製缶コストの低減と環境負荷物質（廃溶

剤・廃塗料・CO2ガス排出）の低減を同時に実現した。

その結果、食缶主要市場の欧米の主要製缶メーカー中心に、

優れた品質性能が高く評価され、北米大手製缶メーカーから

大量受注を獲得、順調に採用実績を重ねている。

スポット溶接性を向上させた780MPa級・980MPa級

ハイテン

JFEスチール（株）

JFEスチールは、自動車の強度部材・衝撃吸収部材用に好

適で、かつスポット溶接部信頼性を高めた引張強度

780 MPa級および980 MPa級の高強度冷延鋼板および合金

化溶融亜鉛めっき鋼板を開発した。

高強度化のための単純な合金元素添加では、スポット溶接

部信頼性およびめっき特性を著しく劣化させるため、両特性

を兼ね備えるためには、TiやNbなどの微細な析出物が得ら

れる元素を使用し、炭素当量を低下させることが必要とな

る。

JFEスチールでは、知見をベースに、①スポット溶接性と

めっき特性を損ねない強化元素の選択、②結晶粒径の微細化、

③新めっき処理技術の開発により、7 8 0 M P a級および

980 MPa級の冷延鋼板、合金化溶融亜鉛めっき鋼板の開発

に成功し、量産を開始した。

スポット溶接部の強度（垂直剥離強度）を従来鋼と比較し

て780 MPa級では約50％、980 MPa級では約70％改善、ま

た溶接電流範囲を大幅に拡大することが可能となり、下記の

ようなメリットが期待できる。

①鋼板の薄肉化による自動車車体の軽量化に寄与

②スポット溶接条件範囲の拡大による、溶接安定性の増大

③めっき特性向上による防錆性の向上

熱間プレス用後熱処理鋼板「スミクエンチ」

住友金属工業（株）

昨今、排ガス規制強化に対応するために、自動車の燃費向

上が急務となっている。そこで、車体軽量化のための各種部

材のハイテン化が進められている。しかし、複雑な形状をし

た部材をハイテン化することは容易ではない。特に、引張強

度が1000 MPaを超える場合、プレス割れ、大きなスプリン

グ・バックが適用拡大を妨げている。更に、引張強度が

1200 MPaを超える場合、遅れ破壊が発生する危険性が高ま

る。

熱間プレス法（ダイクエンチ法とも呼ぶ）では、下記の図

の様に、鋼板を900～1000℃に加熱し、軟質な状態で加工

すると同時に金型で成形品を急冷して焼きを入れる。残留応

力が小さいため、ハイテンの適用に伴う上記の問題は生じな

い。熱間プレス法は欧州では1990年代から使われているが、

国内では最近ようやく使われ始めたばかりである。

住友金属工業は、部品メーカーと共同で熱間プレス法によ

る部品製造技術を実用化するために、熱間プレス用後熱処理

鋼板「スミクエンチ」を開発した。加熱中に密着性のよい薄

い酸化膜が生成すると同時に、冷却速度が最も遅い部位でも

必ず焼きが入るように鋼組成が調整されている。熱間プレス

法で製造されたドア・サイド・ビームの場合、従来の通常プ

レス品に比べて30％高強度で、10％軽く、更に軟鋼製品並

みの寸法精度が得られた。このビームは、既に国内数社の乗

用車に搭載されている。
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スポット溶接性と炭素当量の関係
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